

































営史学会会員で構成され、2009年 12月に第 1巻がまず刊行され、第 2巻以降も順次刊行中である（全







































































　「『失われた 20年』の構造的原因」（金榮愨・深尾京司・牧野達治　経済研究（一橋大学）Vol.61, No.3, 
July 2010 ）はバブル経済崩壊後の 20年に及ぶ日本経済の経済低迷の構造的原因を需要面、供給面か
ら分析している。彼らによると、バブル崩壊後の日本経済の有効需要不足の要因の中で最も重要なも
のとして、① 1970年代半ばから生じている貯蓄超過と、②全要素生産性（TFP）の上昇の低下に求め
る。
　貯蓄強化は、家計、企業の貯蓄が企業の設備投資や住宅投資よりも大きいため、経済全体では需要
が少なく経済が縮小してしまうというもので、少子高齢化により家計の貯蓄は減少しているが、企業
の貯蓄が拡大しているため、経済全体では貯蓄超過が生じている。
　全要素生産性とは、いうならば技術レベル（単に研究開発による新技術だけではなく、経営、営業、
マーケティングなどの改善工夫による生産効率の向上も含む）のようなものであり、日本では欧米と
比べ非製造業、中小企業では TFPが低い状態であるという。
